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日本の政府開発援助の総合性確保に関する記述（文献レビュー結果） 

      

日本の政府開発援助（ＯＤＡ）に関する各種文献（評価結果報告書1,233件､文献98件、審議会答申等40件の計

1,371件）の記述のうち、「政府開発援助大綱」（平成４年６月30日閣議決定）及び「政府開発援助に関する中期

政策」（平成11年８月10日閣議報告。以下「中期政策」という。）の内容など政府開発援助（ＯＤＡ）の政策面

に関するものは、全体で598件(評価結果173件、文献144件、答申等281件)みられる。 

それらの事項別分布状況の概要は、次表のとおり、全体としては、「援助形態間の連携・調整」、「他の援助

国、国際機関、ＮＧＯ等との連携等」、「民間部門の活用等（民間部門との連携）」、「効果的・効率的な実施

体制の確保等（政府全体を通じた連携・調整）」等、連携・調整（総合性確保）に係るものが多くみられる。 

 

政府開発援助大綱及び中期政策の具体的方策に関する事項等に 
関連する記述がある既往の評価結果報告書、文献等 

(単位:件(延べ)、％)

割合 割合 割合 割合

援助形態間の連携・調整 各種協力形態・機関間の連携 94 54.3 6 4.2 20 7.1 120 20.1

他の援助国、国際機関、ＮＧＯ等と
の連携等

他の援助国及び国際機関との協
調、ＮＧＯ等への支援及び連携

37 21.4 22 15.3 29 10.3 88 14.7

民間部門の活用、ＯＯＦ等民間経済
協力との連携等

ＯＯＦ・民間部門との連携 9 5.2 17 11.8 36 12.8 62 10.4

効果的・効率的な実施体制の確保等 政府全体を通じた連携・調整 13 7.5 13 9.0 20 7.1 46 7.7

人材の養成・確保、活用 開発人材の育成 1 0.6 16 11.1 17 6.0 34 5.7

広報・開発教育の強化 国民の理解と参加の促進 5 2.9 9 6.3 18 6.4 32 5.4

情報公開の促進 情報公開の推進 3 1.7 5 3.5 17 6.0 25 4.2

案件発掘・形成調査等及び評価活動
の充実

事前調査、モニタリング、事後評
価の充実強化

0 0 6 4.2 17 6.0 23 3.8

その他 その他 11 6.4 50 34.7 107 38.1 168 28.1

計 173 100 144 100 281 100 598 100

文献等 審議会答申等 計

（注）１　当省の調査結果による。
　　　２　　　　　は、「総合性の確保」に関連するものである。

政府開発援助大綱 中期政策

　　　３　「ＯＯＦ」とは、政府開発援助（ＯＤＡ）に該当しない公的資金の流れ（Other Official Flows）のことである。

評価報告書

 

 

また、上記のうち、「総合性確保」に関連すると考えられるキーワードごとに、その記述の件数(割合)を整理

した結果は、次表のとおりである。 

(単位:件(延べ)、％)

割合 割合 割合 割合

連携(政府機関内) 124 57.1 10 11.5 39 32.2 173 40.7

援助形態間の連携 93 42.9 4 4.6 19 15.7 116 27.3

各府省間の連携 2 0.9 6 6.9 20 16.5 28 6.6

プログラムの連携 3 1.4 3 0.7

プロジェクトの連携 26 12.0 26 6.1

政府機関以外との連携 61 28.1 38 43.7 38 31.4 137 32.2

他ドナー・国際機関との連携 32 14.7 11 12.6 14 11.6 57 13.4

被援助国との連携 3 1.4 2 2.3 4 3.3 9 2.1

NGO等、国内民間団体との連携、国民参加 26 12.0 25 28.7 20 16.5 71 16.7

包括的アプローチ 17 7.8 15 17.2 12 9.9 44 10.4

総合的、包括的なアプローチ 6 2.8 4 4.6 10 8.3 20 4.7

国別アプローチ、プログラムアプローチ 7 3.2 10 11.5 1 0.8 18 4.2

セクターの組合せ 4 1.8 4 0.9

セクター・プログラム 1 1.1 1 0.8 2 0.5

民間部門・民間経済協力との連携 8 3.7 18 20.7 22 18.2 48 11.3

ODAと学術交流の組合せ 6 2.8 2 2.3 3 2.5 11 2.6

実施体制の一元化(援助庁) 1 0.5 4 4.6 7 5.8 12 2.8

計 217 100 87 100 121 100 425 100

　政府開発援助（ＯＤＡ）の「総合性確保」に係る言及

区　　　　　　　　　　分

（注）当省の調査結果による。

評価報告書 文献等 審議会答申等 計

 


